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議案第 60 号  

 

令和７年度（2025 年度）西宮教育の推進方針決定の件 

 

令和７年度（2025 年度）西宮教育の推進方針を次のとおり作成する。 

 

令和７年３月 12 日提出 

 

西宮市教育委員会     

教育長 藤岡 謙一  
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令和７年度(2025年度)西宮教育の推進方針 

 

 

西宮市教育委員会は、市のまちづくりの目標である「未来を拓く 文教住宅都市・西宮～憩い、学

び、つながりのある美しいまち～」を実現するために、「夢はぐくむ教育のまち西宮」を教育推進の理

念に掲げ、西宮教育の振興に取り組んでいます。 
教育の推進にあたっては、基本的人権尊重の精神を根幹とし、自然との出会い、社会との出会い、

そして人との出会いにより織りなされる成長と学びを大切にします。更に、学校や社会での学びに対

する関心意欲を高め、一人一人が志を持ち可能性を開花させていく創造的な営みも大切にします。 
 

１ はじめに 

令和５年６月に閣議決定された「第４期教育振興基本計画」においては、コンセプトとして「持続

可能な社会の創り手の育成」及び「日本社会に根差した*ウェルビーイングの向上」が掲げられ、５つ

の基本的方針と16の教育政策の目標、基本施策及び指標が示されています。 

本市においても、国の計画を参酌して策定した「第５次西宮市総合計画」の教育委員会所管分野を

西宮市における「教育振興基本計画」と位置付け、令和10年度までを計画期間とする後期基本計画に

基づき、教育の振興に取り組みます。 

令和６年度においては、「学校・家庭・地域が一体となった教育の推進」、「特別支援教育をはじめと

する子供一人一人に寄り添う教育の充実」、「いじめや不登校などの課題への対応の充実」、「幼児教育

と小学校教育との接続の充実」の４つをはじめとした教育課題への対応を図り、教育環境の充実に取

り組みました。令和７年度においても、次項「２ 新年度の主要な施策・事業」のとおり教育課題へ

の対応を図り、教育環境の充実に引き続き取り組みます。 

 
《*ウェルビーイング … 身体的・精神的・社会的に良い状態にあることをいい、短期的な幸福のみならず、生きがいや

人生の意義等、将来にわたる持続的な幸福を含む。また、個人のみならず、個人を取り巻く場や地域、社会が持続的

に良い状態であることを含む包括的な概念。》 
 

２ 新年度の主要な施策・事業 

（１）子供・子育て支援 

① 乳幼児期の教育・保育環境の充実 

  【基本的な方向性】 

・幼児期の教育は、生涯にわたる人格形成の基礎を培う重要なものであるため、全ての幼児に質

の高い教育・保育の機会を確保することが求められます。   

・家庭における就労状況の変化などを踏まえ、家庭や地域の状況に関わらず、全ての子供が格差

なく質の高い学びを享受できるよう、公立幼稚園の認定こども園への移行を進めていきます。 

・新たに設置される公立認定こども園においては、公立幼稚園で培ってきた成果を継承、発展さ

せるとともに、新たに設置される幼児教育・保育センターとも緊密に連携し、公私幼保の関係

者とも協力しながら、就学前から就学後に切れ目なくつながるより良い幼児教育・保育を目指

し、地域全体の幼児教育・保育の質の向上の拠点としての役割を果たしていきます。 

  【現状と課題】 

・10 年前から公立幼稚園の園児数が３分の１以下となる一方で、支援を必要とする子どもの受け

入れが６割以上増加しています。 

・公立園の再編により、幼保連携型認定こども園への移行が示されるなど、大きく環境が変化し
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ます。その中で、質の高い幼児教育の継承とともに、公立園での研究成果を他の幼児教育施設

や地域へ発信していくことが求められています。 

  【取組内容】 

・令和５年に策定した「西宮市幼児教育・保育のあり方」に基づき、そのアクションプランとし

て、各ブロックにおける公立幼稚園・保育所の再編計画等を順次、策定・公表してきました。

令和６年11月のアクションプラン[part3]をもって、市内全ブロックの再編計画等の策定が完

了し、積年の課題であった幼保一元化について、公立幼稚園全園の方向性を示しました。 

・令和７年には、最初の公立認定こども園が開園するとともに、新たに幼児教育・保育センター

を設置し、全市的な幼児教育・保育の質の向上に取り組んでいきます。 

・地域の拠点として、年々増加傾向にある特別な支援が必要な児童や要保護児童への対応等、多

様な教育的ニーズに対応する拠点としての役割も果たすとともに、地域、保護者や各関係機関

に対しても、近隣の子育て支援施設への保育公開や情報提供を行うとともに、地域における幼

児期の教育の研修機会を提供するなどの取組を継続していきます。 

 

（２）学校教育 

  ① 教育環境の整備 

【基本的な方向性】 

・児童生徒数の推計に基づき、適正な教育環境の維持に努めるとともに、教育効果を高めるため

に小中一貫教育等の密接な校種間接続を進めます。 

  【現状と課題】 

・長期的に少子化が進む中、教育の効果をより高め、維持発展させるためには、将来の各校の児

童生徒数の推移を踏まえつつ、学校の適正規模・適正配置を含めた教育上の諸課題について考

えていくことが必要です。 

・令和２年４月に開校した西宮市立総合教育センター付属西宮浜義務教育学校は、地元の児童生

徒数が減少傾向にあることから、校区外からの就学を可能とする「通学区域特認校」制度を採

用し、全市域から児童生徒の募集を行っています。 

  【取組内容】 

・令和６年度は、市内学校を取り巻く状況について、将来人口推計や他市との比較などを踏まえ、

「今後の人口動向を見据えた学校のあり方について」と題し、今後の人口動向の変化と学校に

もたらしうる影響について総合教育会議で説明を行いました。 

   ・令和７年度は、各校の児童生徒数の推移を踏まえ、学校の適正規模・適正配置等のあり方の検

討に継続して取り組みます。 

・西宮市立総合教育センター付属西宮浜義務教育学校については、今後も市政ニュースやホーム

ページなどを利用した広報のほか、学校説明会の開催等、広く市民への周知に努めていきます。 

 

② 幼児教育・小学校・中学校教育の充実 

ア 幼児教育 

  【基本的な方向性】 

・幼児教育は、人生における教育のスタートとして発達や学びの連続性を大切にしながら、一人

一人の良さと可能性を引き出す教育・保育を実現することが求められます。 

・令和４年に策定した「西宮市幼児教育・保育ビジョン」は、質の高い幼児教育・保育を実現し

ていくうえで、大切にしたいことを公私幼保の関係者で共有するものであり、今後もビジョン

の理念を踏まえ、自発的な活動としての遊びを通して資質・能力をはぐくむという学びの過程
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を繰り返すことを大切にしていきます。 

・幼児教育・保育は、その後の学校教育全体の生活や学習の基盤を培う役割を担っており、子供

の成長を切れ目なく支えるためには、幼保小が円滑な接続を意識しながら、教育内容を工夫し

ていくことが大切です。幼児教育・保育において培った資質・能力をその後の学びへと接続で

きるよう、幼児期及び幼保小接続期の教育の充実を図ります。 

【現状と課題】 

 ・西宮市においては、昭和36年から幼稚園や保育所と小学校との接続を進めるため、相互理解を

図り、研究を進めてきました。平成16年以降、全市を12ブロックに分け、毎年９回に渡り公

私立の幼稚園や保育所、認定こども園と小学校とが地域における連携、協力体制を確立し、教

育・保育の質の高まりを目指し、育ちと学びをつなぐために連携推進委員会をはじめ、諸会議

や研修、交流などに取り組んできました。特に公立幼稚園は公教育の始点として、均質的な保

育の質の向上を図りながら、小学校との円滑な接続期の教育を進めてきました。 

・しかし、小学校教育に比して幼児教育では、はぐくみたい資質・能力は曖昧で捉えにくいことか

ら、幼保小の接続が十分になされていませんでした。 

【取組内容】 

・令和６年度は、遊びを通した学びを言語化し、可視化することに注力してきました。 

・令和７年度は、公立園は、幼児教育・保育センターとともに、本市がこれまで実施してきた西

宮市幼稚園・保育所・認定こども園・小学校連携推進事業「つながり」について継続、発展さ

せていきます。 

また、文部科学省が策定した「幼保小の架け橋プログラム」の推進を図り、学習の基礎をはぐ

くみ、小学校以降の各教科の学習へどのようにつながっていくのかを具体化できるよう研究及

び実践を進めます。 

 

イ 教科指導 

【基本的な方向性】 

・各教科等の指導においては、「主体的・対話的で深い学び」を目指し、各校や担当者会等で研究

を進めます。 

・学習評価については、評価結果が評価の対象である児童生徒の資質・能力を適切に反映してい

るものであるという妥当性や信頼性を確保していきます。また、児童生徒の学習状況の把握を

通して、指導の改善に生かすという指導と評価の一体化を図る中で、児童生徒一人一人のつま

ずきや伸びについて指導経過で評価する形成的な評価を行います。 

【現状と課題】 

・学習評価については、観点を整理（知識・技能、思考・判断・表現、主体的に学習に取り組む

態度）するとともに、単元や題材のまとまりでの評価活動、パフォーマンス評価等の研究を進

めることが必要です。 

・学習評価が子供の学びの評価のみにとどまらず、教育課程や学習・指導方法の改善・発展にも

つながるよう、カリキュラム・マネジメントの一環としての研究を進め、教育活動の質の向上

を図ることが求められています。 

【取組内容】 

・令和６年度は学校教科用図書の採択による中学校、義務教育学校後期課程教科用図書の採択変

えを受け、中学校・義務教育学校後期課程の評価規準表を改訂しました。 

・令和７年度はこの評価規準表を授業実践の中で活用し、より質の高い、深い学びの実現を目指

します。 
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ウ 外国語教育 

【基本的な方向性】 

・外国語教育では、小学校３・４年生の外国語活動と５年生から中学生にわたる外国語科の教育

の充実を図り、特に学びの連続性を踏まえた教育課程、学習指導及び学習評価について研究を

進めています。 

【現状と課題】 

・外国語の授業では、コミュニケーション活動が大きな役割を果たすため、児童生徒と教員、児

童生徒同士の活動を積極的に取り入れています。しかし、授業での取組み以外に、実際に外国

語を使う機会が不足していることが大きな課題となっています。 

【取組内容】 

   ・令和６年度はデジタル教材やオンライン等のICT機器を活用した活動を重視し、その取組事例 

を市内に発信しました。 

   ・令和７年度は国際交流の一環として、海外の教室とオンラインで繋ぎ、事前に練習したプレゼ

ンテーションを披露したり、少人数のグループに分かれて即興のやりとりによる交流をしたり

するなど、外国語によるコミュニケーション能力の育成を更に推進していきます。 

 

エ ICT 

【基本的な方向性】 

・GIGAスクール構想に基づき、これまでの教育実践と最先端のICTのベストミックスを図り、学

習指導要領の着実な実施に努めます。また、１人１台端末の「普段使い」による教育活動を支

援します。 

  【現状と課題】 

   ・リーディングDXスクール事業指定校では先進的な事例を発信し、１人１台端末の活用が進む一

方で、端末平均起動回数が１日１回を下回る学校が半数以上あり、学校間でのICT活用に差が

生じているといった課題があります。 

・端末の起動に時間を要するといった課題もあり、端末やネットワーク環境の改善も進めていく

必要があります。 

  【取組内容】 

・令和６年度は文部科学省指定リーディング DX スクール事業の指定校を上ケ原小学校と甲陵中

学校に定め、個別最適な学びと協働的な学びの一体的な充実を図り、本市のICT活用推進モデ

ルを示しました。指定校では情報活用能力の育成方法を模索して研究発表会等を通して先進的

な事例を多数発信しました。 

・令和７年度は多様な子供たちを誰一人取り残すことなく子供たち一人一人に個別最適化され、

創造性を育む学校教育が実現できるよう１人１台端末の「普段使い」による教育活動を引き続

き支援するとともに、ICT環境整備等を推進します。 

 
オ こころん・サーモ 

【基本的な方向性】 

・西宮市教育委員会と武庫川女子大学が共同開発した、児童生徒の心理状態チェックシステ 

ム「こころん・サーモ」を活用し、児童生徒の心の理解に努めます。 

【現状と課題】 

・研究グループ「こころの教育」の研究員を中心に大学と連携し、活用方法の研究を進めていま 
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す。児童生徒理解や不登校等の未然防止を推進するためにも、その研究の成果を広く発信し

ていくことが求められています。 

【取組内容】 

・令和６年度は研究グループ「こころの教育」において大学研究室からの助言のもと、エビデン

スにもとづいた有効な指導方法について、分析や研究を行いました。 

・令和７年度は「こころん・サーモ」の活用を更に推進するため、大学との連携のもとガイドブ

ックの作成を進めます。 

 

カ 全国学力・学習状況調査 

【基本的な方向性】 

・児童生徒の学力や学習状況を把握・分析し、課題の改善を図るとともに、各校において自校の

結果分析のもと校内研修会等で課題を共有し、指導の充実や学習改善等に役立てます。 
【現状と課題】 

・学力調査結果説明会の提供資料や校内での分析結果をもとに、児童生徒の実態に応じた授業改

善を行い、主体的・対話的で深い学びを実現していくことが求められています。 

【取組内容】 

・令和６年度は平均正答率や観点ごとの結果を分析するとともに、授業改善のアイデアについて

動画にまとめ各校へ活用しています。 

・令和７年度は１人１台端末を使用した新たな調査が一部に導入されます。これらを有効に活用

し分析することで、児童生徒一人一人の学習状況や学習指導の改善・充実を図ります。 

 

③ 高等学校教育の充実 

【基本的な方向性】 

・市立高等学校が 20 年後、30 年後の社会像を見据えた特色・魅力ある教育を行うために、その

存在意義や社会的役割、目指す学校像を「スクール・ミッション」として明確化し、その具現

化のために各校が策定した「スクール・ポリシー」をもとに、学習指導、生徒指導、部活動指

導をバランス良く充実させます。 

  【現状と課題】 

・学習指導要領の趣旨を踏まえ、主体的・対話的で深い学びの視点からの授業改善や多面的・多

角的な学習評価の推進、大学入試改革への対応に向けた取組みが求められています。 

・生徒会や部活動等による地域貢献活動を活性化、成年年齢引き下げに対応する主権者教育や消

費者教育の充実等、社会とのつながりを意識した教育を進めなければなりません。 

・地元の自治体や産業界、社会教育機関、地域のNPO法人等の多様な主体との連携・協働体制を

構築するとともに、他の高等学校や高等教育機関等の関係機関との連携・協働を図ることで、

特色・魅力ある教育を行うことが求められています。 

・新時代に対応した高等学校教育のあり方として、*STEAM教育等の教科横断的な学習を推進する

カリキュラムを検討し、実社会における問題発見・解決力を備えた人材の育成に努める必要が

あります。 

  【取組内容】 

   ・令和６年度は「市立高等学校パワーアップ事業」や「特設講座・学校開放講座」等により、先

端研究を進めている大学、高度な専門性を持つ機関や企業等から学ぶ機会を提供するなど、生

徒の期待に応える市立高等学校の特色化・魅力化を図りました。 

・西宮東高等学校では、文部科学省より新時代に対応した普通科の改革等が示されたことに伴い、
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生徒の学習意欲を喚起し、可能性及び能力を最大限に伸長するために普通科新学科（科学探究

科・社会探究科）開設に向けての準備や調整等を進めてまいりました。 

・西宮高等学校では、*SSHの指定Ⅰ期２年目として、最先端技術研修の内容を深化させるととも

に、西宮市立総合教育センター付属西宮浜義務教育学校との小中高連携等の充実を図りました。 

   ・令和７年度は引き続き「市立高等学校パワーアップ事業」や「特設講座・学校開放講座」等を

推進し、市立高等学校の更なる特色化・魅力化を推進し、現代的な諸課題に対応するために必

要な資質・能力の育成に向けた学びを実現します。 

・西宮東高等学校では、令和７年度より普通科新学科（科学探究科・社会探究科）を開設し、特

色ある探究活動の充実を図ります。*SSHの指定Ⅰ期３年目となる西宮高等学校では、小中高連

携等を通じて、西宮の児童・生徒の科学教育に貢献するとともに、先進的な理数系教育を基本

とした国際的な科学技術人材の育成を目指します。 

・義務教育段階で学習者用端末がスタンダードな学習ツールとなったことを踏まえ、高等学校段

階においても、個別最適な学びと協働的な学びが実現されるよう、ICT 環境を基盤とした先端

技術を活用するため、学習者用端末の更なる効果的な活用を目指します。 

 
《*STEAM教育 … 各教科での学習を実社会での問題発見・解決に生かす教科横断的な教育》 

《*SSH … Super Science High Schoolの略。文部科学省より指定》 

 
④ 特別支援教育の充実 

【基本的な方向性】 

・特別支援教育では、共生社会の形成を目指して、インクルーシブ教育システム構築に向けた取

組を推進します。 

・すべての教員が特別支援教育に関する一定の知識・技能を有し、多様な学びの場において継続

的な教育支援が行えるよう努めます。 
【現状と課題】 

・年間の就学相談件数は 500 件を超え、特別支援学級に入級する児童生徒数は３年連続で約 100

名ずつ増加しており、令和７年度は小学校・中学校、合計で1,200名を超える見込みです。早

期より校種間で引継ぎ等を行い、個別の教育支援計画をもとに、合理的配慮等がスムーズに実

施されることが必要となります。 

・校内では支援が必要な子供に対し、支援を必要とする場面で適切に支援が実施されるように校

園内委員会を中心に組織的な体制を構築し、継続的な運用が求められています。 

  【取組内容】 

   ・令和６年度は通級による指導を希望する児童生徒の増加傾向を鑑み、学校生活支援教員を29人

から 31 人に増員しました。また、生活介助等が必要な児童生徒への支援として介助支援員も

42 人から 44 人に増員し、更に医療的ケアの支援に対しては看護師等を派遣するなど、基礎的

環境整備に努めました。 
・教職員の専門性の向上については、こども未来センター等と連携し、すべての教職員が特別支

援教育に関する理解を深め、専門性を高めるとともに、実践的な指導力の向上を図るための研

修を実施しています。 
・特別支援教育コーディネーター、特別支援学級担任をはじめ特別支援教育に関わる教職員を対

象に研修を行いました。専門家による講義や他校園の実践から学ぶ機会を持つことで、子供の

発達障害についての理解が深まり、日々の教育活動に生かしたり、関係機関等の支援につなげ

たりする意識も高まっています。 
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   ・令和７年度は新小学１年生への就学ガイダンスを前年度の２月に実施し、就学相談を４月から

開始することにより、早期からの連携・引継ぎをより一層行うように努めます。 

・引き続き支援が必要な児童生徒の増加が予想されることから、校内における支援体制の整備・

強化に努めます。 

・特別支援学校だけではなく、地域の学校園においても医療的ケアの必要な児童生徒が増加して

いるため、巡回看護師と西宮支援学校の看護師が協働することで地域の学校園の支援に当たり

ます。更に、医療的ケア指導医や指導的看護師を配置し、支援体制の強化を図っていきます。 

・西宮支援学校においては、特別支援教育のセンター的機能の更なる充実を目指すとともに、障

害の状態に配慮された環境の中でICT機器を活用し、学習活動も充実させました。令和７年度

よりその取組を地域の学校園に発信し、ICT機器の活用を推進していきます。 

・教職員の専門性の向上については、こども未来センター等と連携し、すべての教職員が特別支

援教育に関する理解を深め、専門性を高めるとともに、実践的な指導力の向上を図るための研

修を実施しています。 
・令和６年度は、特別支援教育コーディネーター、特別支援学級担任をはじめ特別支援教育に関

わる教職員を対象に研修を行いました。専門家による講義や他校園の実践から学ぶ機会を持つ

ことで、子供の発達障害についての理解が深まり、日々の教育活動に生かしたり、関係機関等

の支援につなげたりする意識も高まっています。 
・令和７年度は、通常学級においても一人一人の教育的ニーズに応じた教育が行われ、特別支援

教育の充実に取り組んでいくため、多くの教職員が特別支援教育について学び、主体的に参加

できる研修を計画しています。 

 
⑤ 学校生活の安全・安心 

【基本的な方向性】 

・生徒指導とは、児童生徒が、社会の中で自分らしく生きることができる存在へと、自発的・主

体的に成長や発達する過程を支える教育活動のことであるとの認識に立ち、事案の事後対応に

終始することなく、開発的な生徒指導を展開します。 

・いじめを許さない学校づくりを進めるとともに、いじめはどの学校にもどの子にも起こり得る

人権問題であるとの認識に立ち、いじめを初期の段階から積極的に認知し、早期解決を目指し

ます。 

・不登校児童生徒に対しては、将来、児童生徒が精神的にも経済的にも自立し、豊かな人生を送

れるような、社会的自立を目指した個に応じた支援を行います。あわせて、不登校を生みにく

い魅力ある学校づくりを進めます。 

・学校だけでは解決困難な事案について、学校問題解決支援チームと学校との連携による対応を

進めます。 

・学校給食のアレルギー対応について、食物アレルギーを有する児童生徒が他の児童生徒と同じ

ように給食を楽しめる機会を増やす取組みを推進します。 
・食物アレルギー対応にあたっては、保護者の主体的参加と積極的な情報共有の上に成り立つ取

組みであることの認識を高め、学校と適切な連携を図り、対応してまいります。 
  【現状と課題】 

・児童虐待やいじめ問題、不登校、家庭問題、ヤングケアラー、子供の貧困等、学校だけでは解

決困難な事案が、全国的に増加傾向にあり、スクールカウンセラーやスクールソーシャルワー

カーのニーズが高まっており、更なる連携の強化が求められています。 
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・学校現場において、いじめ認知の感度は年々上がってはいるものの、特に小学校における認知

件数の割合は、県や全国平均と大きな差がある状況が続いています。 
・不登校児童生徒数については、若干の落ち着きは見せ始めているように見えるものの、全体の

児童生徒数が減少している中、不登校率にはそれほどの変化は見られない状況にあります。不

登校児童生徒の個々の状況は様々であるため、更に個に応じた支援の充実が求められています。 
・学校給食のアレルギー対応について、全ての児童生徒が同じように給食を楽しむ手段として除

去食対応がありますが、現状安全性を最優先とし、除去食対応は卵（うずら卵、マヨネーズ含

む）に限定しています。除去食の拡充には学校及び調理場に十分な施設設備が整備されていな

いことや食物アレルギー対応の調理員の配置等の課題があります。 
  【取組内容】 

   ・令和６年度は特に小学校においていじめ認知の感度を上げる必要があるため、小学校生徒指導 

担当者会を１回増やし年４回開催し、また各校の校内研修会に指導主事を派遣し、いじめ認知

に関する研修を実施しました。 

   ・学校で起きた事案への対応ついて、積極的に弁護士に法律相談を行った他、生徒指導上困難 

な状況にある学級に、スクールサポーターを派遣し、学校支援を行いました。 

   ・不登校児童生徒を支援する教育支援センター「あすなろ」のニーズが高まることに鑑み、各 

施設において10名ずつ定員を増やしました。 

   ・不登校児童生徒支援員にかかる県実施の補助事業を活用し、予算を拡大して居場所サポーター 

派遣の充実を図りました。 

・今一度いじめ問題は人権問題であるとの認識を持ち、更に認知件数を上げることで、いじめ事

案に対し初期の段階から丁寧かつ組織的に対応できる学校体制づくりを目指します。 
・不登校については、校内サポートルームの充実、居場所サポーター派遣人数の増員の他、学び

の多様化学校の設置に向けた検討等、個の段階やニーズに応じた支援の充実を図るとともに、

校則の見直しなど、不登校を生みにくくする魅力ある学校づくりの取組みを進めていきます。 
・国の方針に基づき、ヤングケアラーについてより詳細な実態を学期ごとに把握し、関係局、ス

クールソーシャルワーカーなどと連携し、児童生徒たちの安心で安全な生活を守られるよう対

応の強化を図ります。 
 ・解決困難と思われる事案に対しては、早期の段階から学校問題解決支援チームが相談に応じ、

必要に応じてチーム員を派遣するとともに、市長事務部局や児童相談所・警察等の関係機関

との積極的な連携を行うなど、状況に応じた指導及び助言による支援に加え、法的な対応が

必要な場合は弁護士との相談等を行います。 
 ・生徒指導上困難な状況にある小学校で、県費による生徒指導担当者が配置されていない学校に 

対しては、引き続き本市独自の会計年度任用職員を配置し、生徒指導体制を構築するとともに、 
事案への早期対応による解決、人権課題解消に向けた学力向上推進体制等を図ります。 

 
 ア いじめ防止等への対応 

・「未然防止」「早期発見」「早期対応」を基本とし、いじめ防止対策推進法に基づくいじめ認知

に向けた組織的・計画的な取組みを進めることで、子供たちが安全で安心な学校園生活を送

られるように努めます。 
・特に小学校、中でも低学年におけるいじめ認知については更に感度を上げ、早期に組織的な

初期対応を行う体制づくりを目指すため、指導主事が各校に研修に出向いたり、小学校生徒

指導担当者会の回数を更に増やしたりすることで、学校現場の対応力の向上を図ります。 
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・「西宮市いじめ防止基本方針」に基づき、「早期解決」に向け学校を支援するとともに、教育

委員会内に設置している「いじめ相談ダイヤル」を相談窓口に、関係機関や専門家からの支

援も含め、学校との連携を密にした取り組みを継続します。 
 

 イ 不登校児童生徒への支援及び未然防止の取組み 

・不登校は、多様な要因や背景によって、誰にでも起こり得るものと認識し、児童生徒自らが

将来の夢や進路を主体的に捉えることができるように支援することが重要です。そのために、

各校において位置づけられた不登校対応の窓口となる担当者を中心とした不登校対策チー

ムが組織的に支援を行うことで、児童生徒一人一人の社会的自立を支えていきます。 
・教育委員会では、令和元年度に行政関係機関がそれぞれの役割から支援方策を考える「不登

校対策庁内検討委員会」、令和２年度には学校・保護者・地域それぞれの役割から不登校支援

について考える「不登校対策連絡協議会」を設置しており、更なる支援の可能性等を協議し

ていきます。 
・教育支援センター「あすなろ」については、複数の施設における対面による支援とオンライ

ンによる支援を継続し、不登校児童生徒とのつながりを広げるとともに、こども未来センタ

ーとの連携による充実した支援となるよう努めます。 
・フリースクール等との情報交換会の開催や視察、校内サポートルーム設置への助言や一人で

悩みを抱え込まないよう、保護者への支援も含め引き続き取組みを進めます。 
・校内サポートルームの運営の補助については、居場所サポーターの派遣人数を増員し、支援

の充実を図ります。 
・不登校児童生徒の学びの場の選択肢を広げるとともに、すべての子供たちが安心して学べる

学校づくりのモデルとなるよう、「学びの多様化学校」の設置に向けた検討を進めていきま

す。 
・本市の不登校児童生徒数は、令和３年度以降、３年連続で 1,000 人を超えており、本市は、

中学校の不登校率は全国と比べて高い状況にあり、小学校も長期欠席全体で捉えれば全国よ

りも高くなっていることから、支援とともに未然防止の取り組みも重要となります。「今の

子供たちが学校に合わなくなってきた」という捉えよりも、「今の学校が子供たちに合わな

くなってきているのではないか」という視点を持ち、子供たちが通いたくなる魅力ある学校

づくりを進めることが大切です。教職員の子供たちへの関わり方や信頼関係づくりはもちろ

んのこと、子供たち同士がつながり、居場所があると実感できることや、自身の個性や能力

を十分に発揮できる学校の環境づくりが必要です。不登校の未然防止に向け、全国学力・学

習状況調査の児童生徒質問紙の回答結果などを活用し、不登校につながる原因分析を進めて

いくとともに、教育活動全体を通した生徒指導の展開を推進します。 
 
ウ 補導活動と生徒指導等の連携 

・非行化防止に向けた取組みである青少年補導活動と生徒指導、学校問題解決支援等が緊密な 
連携体制を構築することにより、情報の一元化を図ります。この体制により迅速な緊急対応

など、学校現場への更なる支援を可能とします。 
 

 エ 学校給食のアレルギー対応 

 ・「学校給食献立作成・アレルゲン管理システム」を活用することで、誤食の未然防止に努めて

います。一方で、保護者の認識誤りや教職員の確認漏れにより誤配等が発生しています。 
    ・令和６年度は食物アレルギーを有する児童生徒が他の児童生徒と同じように給食を楽しめる 
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     機会を増やす取組みとして、牛乳と小麦を使用しない米粉カレーライスの提供を開始しまし 
た。 

・令和７年度は引き続き除去食対応の課題に取り組みながら、主な食物アレルギーの原因とな

る食材を使用しない献立を研究し、食物アレルギーを有する児童生徒の食べる機会を増やす

取組みを進めます。また、システムの安定的な運用を図り、教職員への啓発や研修を実施す

ることで事故防止に努めてまいります。 

 

⑥ 心や体の育ちを支える教育活動の充実 

【基本的な方向性】 

・道徳教育や人権教育を中心として、自分の可能性に気づき、自他の大切さを認め、他者ととも 

によりよく生きようとする豊かな心をはぐくむとともに、体験活動や運動や文化芸術に親しむ 

機会を提供し、心と体の育ちを支えます。 

  【現状と課題】 

・人権教育は、これまで西宮が大切にしてきたことが、今後も継承されるよう進めていくことが

大切です。特に人権学習においては、教科・領域の特質を踏まえたうえで主体的・対話的な学

びの中で、正しい知識、人権感覚が身につけられるような授業づくりが必要になります。 

・全国体力・運動能力、運動習慣等調査の結果では、小学校では全国平均より下回る項目が多く、

低学年からの体力・運動能力向上に向けた取り組みが求められます。 

・キャリア教育では、キャリア・パスポートの活用だけでなく、キャリアノートも効果的に活用

し、子供たちの育ちをつないでいくことも必要です。 

  【取組内容】 

   ・令和６年度は、全教育活動の中で道徳教育や人権教育に取り組むとともに、自然学校や環境学

習、トライやる・ウィークなどの体験活動を実施することで、学びと生活を結び付ける取組を

進めてきました。また、国際交流、地域の方々との交流や福祉体験、優れた芸術作品や音楽の

鑑賞、トップアスリートとの出会いや様々な運動に取り組む機会等を提供し、子供たちの異文

化や文化芸術、スポーツへの関心を高めるだけではなく、キャリア形成にも資する教育活動と

なるよう進めてきました。 

   ・令和７年度も引き続き様々な教育活動や日々の学習と子供たち自身のくらしにつながりをもた

せ、子供たちが生涯にわたって豊かな生活を送ることができるように、正しい理解や様々な気

付きを促す取組を推進します。また、時代の変化に合わせた人権学習となるよう「西宮市人権

教育共通教材指導系統表」を改訂し、子供たちに正しい知識と人権感覚をはぐくむように取組

を進めます。 

 

⑦ 部活動の地域移行 

【基本的な方向性】 

・中学校における部活動については、国が示した中学校における部活動の段階的な地域移行の方

向性を踏まえ、 

〇子供から大人まで希望する誰もが生涯にわたり、スポーツ・文化芸術活動に継続して親しむ

ことができる機会を確保し、文教住宅都市にふさわしい環境を整備すること 

〇「地域の子供たちは、学校を含めた地域で育てる。」という認識の下、スポーツ活動や文化芸

術活動を継承・発展させ、学校部活動にはなかった多様な活動や様々な世代との豊かな交流、

学校部活動に入りにくかった生徒も参加しやすい活動の充実などの新しい価値が創出される

よう環境を整えること 
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〇中学校の生徒のみならず地域住民を対象とした地域スポーツ・文化芸術活動全体を振興する

契機とし、他の世代にとっても気軽にスポーツ・文化芸術活動に親しみ、生涯を通じた運動

習慣作りや文化芸術等の愛好が促進されることなど、地域の持続可能で多様な環境の一体的

な整備を図り、西宮市のスポーツ・文化芸術活動の充実を図ること 

を目指して進めていきます。 

・令和８年夏には円滑に地域での活動が本格実施を迎えられるよう、教育委員会と市長部局が連

携し、子供から大人まで希望する誰もが参加できる、文教住宅都市にふさわしい持続可能な環

境づくりを目指して取り組んでまいります。 

【現状と課題】 

・少子化が進展する中、中学校部活動を従前と同様の体制で運営することは難しくなってきてお

り、学校や地域によっては存続が厳しい状況にあります。 

・生徒数減少による教職員定数の減少や学校の働き方改革が進む中、専門性や意思に関わらず教

職員が顧問を務めるこれまでの指導体制を継続することも一層厳しくなってきており、中学校

の生徒の豊かなスポーツ・文化芸術活動を実現するためには、持続可能な活動環境の整備が求

められています。 

【取組内容】 

・本市では、令和５年度に西宮市部活動地域移行推進協議会を立ち上げ、市内の中学生にとって

望ましいスポーツ・文化芸術活動環境の整備に向けて検討を進めてきました。 

・令和６年度は、新たな地域クラブ活動の基本方針を定めるとともに、西宮での活動を楽しめる

ようにとの思いから「プレイにしのみや（プレみや）」と愛称をつけ、策定した基本方針に基づ

き令和7年度から先行実施する活動団体の募集を行いました。 

・市の広報誌やHPでの周知、関係団体への説明、関係機関におけるポスターの掲示、各学校にお

ける保護者説明会での説明などを行ってきました。また、小学校４から６年生の児童及び保護

者に対して、中学生になった際に参加を希望する活動などについてアンケート調査を行いまし

た。 

・令和７年度は、部活動の地域移行を一部で先行実施するとともに、登録団体を増やしながら円

滑な移行に向けた準備を着実に進めていきます。 

・部活動の地域移行を進める上では、活動団体が体育館や武道場、校庭などを使用できることが

不可欠であり、そうした環境が実現できるように、必要な整理を進めてまいります。  

・高等学校段階においては、「西宮市立高等学校部活動方針」に基づき、持続可能で望ましい部活

動の推進に努めます。 

 

⑧ 教職員の力量向上と勤務時間の適正化 

ア 研究・研修 

【基本的な方向性】 

・社会の大きな変化が生じている中で、教職員は常に学び続けていくことが必要です。教職員の

新たな学びの姿として、主体的な学び、個別最適な学び、協働的な学びが求められており、研

修履歴を活用した対話に基づく受講奨励のもと、教職員の学びの姿が子供たちの学びの姿の相

似形になる「研修観の転換」を進めます。 

・児童生徒の学びを育むためにも、校内研究を充実させ学校教育目標や課題に迫る授業研究を推

進します。 

  【現状と課題】 

 ・教職員自らが問いを立て、実践を積み重ね、振り返り、次につなげる探究的な学びができる研
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修を進めていきます。 

・研究推進サポート事業「みがき」では、３年間にわたる「研究指定校」の他に、「外国語教育の

充実推進モデル校」・「ICT活用推進モデル校」などを含め、各校の研究を支援しています。 

  【取組内容】 

・令和６年度はICT機器を活用しながら、協働的な学びができる研修を進めました。また、研究

推進サポート事業「みがき」では35校園が研究指定を受け、研究グループでは新たに「国語」

「算数・数学」を設置し、教職員の専門性に応じた研究に取り組み、その成果を報告会で発表

しました。 

・令和７年度は主体的に参加することができる「参加型」の研修を実施すると同時に、リフレク

ションの場を設定する等、個別最適な学びができる研修を行います。また、校内研究への継続

した支援や、研究グループによるワンポイント講座の充実など、教職員の研究・研修を更に充

実させていきます。 

 

イ 働き方改革 

【基本的な方向性】 

・勤務時間の適正化については、教職員の健康及び福祉の確保を図り、子供と向き合うための時

間を十分確保し、持続可能で効果的な教育活動を行うため、教職員の負担軽減に継続して取組

みます。 

・働き方改革を着実に進め、月 80 時間を超える時間外勤務を行う教職員の数をゼロとすること

を目指します。 

【現状と課題】 

・これまでの取組により、超過勤務時間の削減は進んでいますが、令和５年度において、小学校

では、約0.8％、中学校では、約13％の教職員が１月あたり80時間を超える超過勤務を行って

います。教職員を取り巻く状況が、いじめ問題や特別な教育支援が必要な子供の急増、子供た

ちに関わる保護者や地域からの要望等、複雑かつ多様化しています。 

 【取組内容】 

・令和６年度は、記録簿のシステムによって管理・保存を行い、紙保存と押印を廃止したほか、

学校園閉鎖日拡大（３日）を試行実施しました。 

・令和７年度は、保護者や市民への取組に対する理解を促進し、校務支援システム・文書連絡シ

ステムに加え、本市DX推進指針に則り、紙の出勤簿等をシステム化し事務処理の効率化を図る

服務管理システムなどの導入に着手し、更なる教職員の負担軽減に継続して取組みます。 

 

⑨ 計画的・効率的な学校施設の整備 

【基本的な方向性】 

・学校施設の整備については、老朽校舎の解消とあわせて良好な教育環境の整備・改善を優先課

題として位置付け、対応すべき優先度の高い学校から計画的に、校舎の改修・改築による教育

環境の改善に取り組んでいます。 

・学校施設は、教育施設としての大きな役割に加え、災害時における避難所等の防災機能、地域

コミュニティの形成等、多様かつ重要な役割を担う地域の拠点施設であることから、学校施設

の良好な環境を保全し、これまで以上に適切に維持・管理していくため、令和３年11月、全て

の義務教育諸学校を都市計画学校として位置付けました。今後は都市計画税を活用し、計画的

かつ継続的に学校施設の改修・改築事業を推進します。 

・市全体の公共施設マネジメントの観点から維持管理コストを縮減するため、令和元年 10 月、
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「西宮市学校施設の有効活用基本方針」を策定しました。今後、児童生徒数の減少に伴って学

級数が減少する学校においては、この方針に基づき、転用可能な教室を他の公共施設に有効活

用していくとともに、施設管理上の工夫により、学校教育活動を行う時間帯以外での利活用を

図る取組についても推進していきます。 

  【現状と課題】 

・今後は更に学校施設の老朽化が進み、整備需要が増大することから、安全性を確保しつつ財政

負担の平準化と軽減を図ることを目的とした「西宮市学校施設長寿命化計画」（令和７年３月改

定）に基づき、外壁改修、屋上防水、設備機器の更新など、予防保全型の改修を進めるととも

に、老朽トイレの環境改善及び洋式便器化率の更なる向上に努めます。 

  【取組内容】 

・令和６年度は、安井小学校教育環境整備事業を完了させるとともに、建築資材や人件費の高騰

に伴い「西宮市学校施設長寿命化計画」を改定しました。また、老朽トイレの環境改善につい

ては、全面改修と並行して、築30年以上のトイレを中心に部位改修にも取り組んできました。 

・令和７年度は、瓦木中学校において既存校舎を改修後、引き続き外構工事に着手するとともに、

令和９年度にかけて大社中学校の改築に向けた基本設計・実施設計にも取り組みます。また、

地球温暖化防止のための省エネルギー対策として教室等の照明設備LED化を進めます。 

・教育活動における熱中症対策や、避難所としての防災機能強化、地域スポーツの利用促進に資

するべく推進してきた学校体育館への空調整備については、令和７年度をもって全学校への整

備を完了しますが、老朽トイレの解消及び洋式便器化については、更なる環境改善を目指して

引き続き推進していきます。 

 

（３）青少年育成 

① 青少年健全育成体制の充実 

【基本的な方向性】 

 ・青少年関係団体に対して適切な活動支援を行うことで、青少年に魅力的で多彩な地域活動の機

会と場を提供して青少年の社会参加を促すとともに、学校・家庭・地域社会の連携を深めて地

域コミュニティの活性化を図り、地域における青少年健全育成活動の促進を図ります。 

【現状と課題】 

・青少年の健全育成及び非行化防止に向けては、社会環境の変化や課題に応じて、学校・家庭・

地域及び関係機関がそれぞれの立場で積極的に青少年に関わり、相互に連携・協力して取り組

んでいくことが強く求められています。 

【取組内容】 

・令和６年度は、青少年関係団体の活動補助を行うとともに、各団体を訪問しそれぞれの状況や

課題等について把握しながら、情報提供や助言等の支援を行いました。 

・令和７年度も引き続き、各団体が地域の方々と協力しあって、持続的な活動ができるよう情報

提供等の支援に努めます。また、青少年の健全育成及び非行化防止に向けて学校・家庭・地域

及び関係機関と相互の連携を図り、青少年を取り巻く環境浄化活動の推進に努めます。 
 

② 家庭・地域の教育力の向上 

【基本的な方向性】 

 ・これからの変化の激しい社会を生きる子供たちのために、社会総がかりで子供たちへの教育に

携わることが重要です。 
・子供たちが社会の一員であるという自覚を持ち、これから社会で自己実現できるような力を育
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成するためには、児童生徒自らが学校で学習している内容が社会生活と密接に関わっているこ

とを理解する必要があります。 
・保護者や地域住民も教育の当事者となり、目指す子供像や家庭や地域の中での学びについて話

し合い、目標・ビジョンを共有し、持続可能な形で、保護者や地域の意見を学校運営に反映す

ることができるしくみであるコミュニティ・スクールの効果的な運営を支援します。 
  【現状と課題】 

   ・コミュニティ・スクールの課題として、地域特性や導入年度の違いにより、学校間に取組の方

向性の違いや取組の温度差があることや広報の充実、次の世代への継承が考えられます。 

  【取組内容】 

   ・令和６年度は、学校運営協議会の状況等について把握しながら学校訪問や助言等の支援を行い

ました。また、家庭教育の支援については、生きる力と社会性のある子どもたちを育成できる

教育力を持った家庭を育むため、子供の特性や保護者のメンタルヘルスに関する講演会を実施

しました。 

・令和７年度も引き続き、各校のコミュニティ・スクールが効果的・継続的にその機能を発揮で

きるよう伴走支援に努め、世代に合わせた講座を、オンラインの活用や広報の方法を工夫しな

がら実施し、保護者に対する多様な学習の機会や情報提供に努めます。 
 

③ 留守家庭・放課後等の児童育成 

【基本的な方向性】 

・地域の方々の参画を得て「放課後子供教室事業」を推進し、週末等に勉強やスポーツ・文化活

動、地域住民との交流活動等の取組を実施することにより、子供たちが地域の中で、心豊かで

健やかにはぐくまれる環境づくりに努めます。 
・「放課後キッズルーム事業」では、放課後等に学校施設等を活用し、子供たちに遊び場や学びの

場を提供しています。全ての子供たちに自由で自主的な居場所を提供できるよう、引き続き事

業の拡充に努めます。 
  【現状と課題】 

   ・「放課後子供教室事業」では、各地区青少年愛護協議会が核となり、各種体験教室や交流イベン

トなど、地域の状況に応じて特色を生かした活動が行われていますが、地区によって実施内容

や回数に違いがあることや人手不足などの課題が生じています。 

・「放課後キッズルーム事業」については、未実施の学校があり、また実施はしているが常設の居

場所になっていない学校があることなどが課題です。 

新たに実施する際は、市職員であるコーディネーターと地域の見守りサポーターによるきめ細

かな見守りを行える「直営型」を導入の基本としています。コーディネーターは、放課後まで

は学校支援をしており、様々な子供たちと接する中で得た知識や経験を放課後の活動に活かし

ます。また、地域の方々に協力いただくことにより、地域で子供を育てることにもつながって

います。 

・留守家庭児童育成センターの待機児童が問題となっていますが、多くの待機児童が発生する見

込みがある学校については、「委託型」の導入を検討することとしています。この「委託型」は、

本来の事業趣旨に加え、実施時間を留守家庭児童育成センターに近づけており、待機児童対策

にもつながるよう実施しています。 

  【取組内容】 

・令和６年度の「放課後子供教室事業」では、放課後や週末等に小学校の余裕教室等を活用し、

安全・安心な子供の活動拠点（居場所）を設け、地域の方々の参画を得て、子供たちに勉強や
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スポーツ・文化芸術活動、地域住民との交流活動等の機会を提供しました。 

・令和７年度の「放課後子供教室事業」でも、引き続き子供たちの居場所づくりを通した様々な

活動機会の提供に努めます。 

・「放課後キッズルーム事業」について、令和６年度は、新たに委託型を１校で実施するとともに、

活動場所が屋内のみであった直営型の２校について、運動場でも活動できるようにするなど、

事業内容の拡充を行いました。 

・令和７年度は、新たに委託型を２校で実施するとともに、現在不定期で実施している直営型の 

１校について、コーディネーターを配置し常設的に実施します。 

 

３ おわりに 

本市では、市長、教育長及び教育委員で構成する総合教育会議で協議を行い、令和３年３月に改定

した「西宮市教育大綱」を、未来の主役である子供たちが、たくましさ、優しさ、豊かな感性を身に

つけ、健やかに成長するための教育・子供施策の礎と位置付けています。今後とも教育の政治的中立

性、継続性・安定性を確保しながら、教育施策に関する予算の編成・執行や条例提案等の重要な権限

を持つ市長と、教育行政の執行機関である教育委員会が十分な意思疎通を図り、本市の教育課題やあ

るべき姿を共有して、市民の意思を的確に反映した教育行政を推進します。 


